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OB税理士との会合の自粛等について
OB税理士との付き合い方については、国家公務員倫理法、国家公務員倫理規程及び内規によ

り、国民の疑惑や不信を招くような行為は厳に慎む必要があることは、これまでも注意喚起して

きたところですが、今般発生した倫理法令違反事件を踏まえ、より一層の倫理の保持に資する観

点から、次の1及び2のとおり、新たにOB税理士との付き合い方のルールを定めましたので、

留意願います。

なお、本ルールは、東京国税局及び東京国税局管内の税務署に適用されます。

1 0B税理士との会合の自粛について

（1） 実施時期

令和元年6月26日 （水）から

（2） 自粛の対象となる会合

税理士会等との会合以外の会合で、OB税理士が－人でも出席する会合を対象とする。

（例：元○○署○○部門の会、本科○期○班の会、○○県人会等）

なお、その他の不明な点は、別添「OB税理士との会合に係るQ&A」を参照する。

2 0B税理士との庁舎内における対応について

局内及び全署において、調査等による必要な場合を除き、庁舎内の個室等で職員とOB税理

士が1対1で面会することを禁止する。

なお、OB税理士との面会には必ず他の職員が同席の上、個室等の扉を開けておくなど、周

囲の職員にも不信感を抱かれることのないよう注意する。

／【参考】国税庁職員の綱紀の保持に係る指針について(国税庁事務運営指針)抜粋
全ての税理士との間で行う行為のうち、次に掲げる行為については、禁止する。

、

なお、 倫理法等で禁止されていない行為であっても、 公正な職務執行Iこ対する国民の疑惑や不信を招くよう

な行為は厳に慎む。

1 金銭又は物品（中元、歳暮を含む。 ）の贈答を受けること

2無償で役務の提供を受けること

L3本来自らが負担すべき債務を負担させて飲食旅行､ゴﾙﾌを行うこと ノ
「税理士等情報せん」の活用

税務職員に対し、 「守秘義務違反の行為」又は「倫理法令により禁止されている行為」などの不適

正な接触等を行おうとする税理士を把握した場合には、 「税理士等情報せん」を確実に作成し、局内

においては税理士監理官に提出、税務署においては各署の税理士事務担当者（課長補佐又は総務係

長）に報告しましょう。
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別添

OB税理士との会合に係るQ&A
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問1 税理士登録していないOBとの会合も自粛する必要があるのか。

(答） 自粛の対象外である。

問2 これから税理士登録する○Bとの会合も自粛する必要があるのか。

(答） 自粛の対象外である。ただし、 自粛の趣旨を踏まえ、会合時における言動

に関しては、国民の疑惑や不信を招かないよう注意を要する。

問3非OB税理士との会合も自粛する必要があるのか。

(答） 非OB税理士との会合は自粛の対象外である。ただし、一人でもOB税

理士が出席する場合には、 自粛の対象となる。

問4親族であるOB税理士との会合も自粛する必要があるのか6

(答） 親族は、 「私的な関係」に当たることから、原則として、 自粛の対象外で

ある。ただし､親族と一緒に親族以外の他のOB税理士が出席する場合には、

自粛の対象となる。

【参考】

「私的な関係」 とは、職員としての身分にかかわらない関係をいう。

したがって、職場での上司や同僚との関係、職務上のカウンターパート

との関係、職場のOBとの関係などは「私的な関係」に当たらない。 （国

家公務員倫理規程第4条）

問5 同窓会、子の学校の保護者会等の会合、地域サークル会合等（職員とOB

税理士のみでの会を除く。）にOB税理士が参加する場合も自粛する必要が

あるのか。

(答） 「私的な関係」を基本とした会合については、原則として、 自粛の対象外で

ある。ただし、会合時における言動に関しては、国民の疑惑や不信を招かない

よう注意を要する。

問6結婚披露宴にOB税理士を招待することも自粛する必要があるのか。

(答） 「私的な関係」に該当しない限り、 自粛の対象となる。

したがって、お世話になった職場の上司という関係で招待する場合は、自

粛の対象となる。
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問7 退職予定者（現職）のお別れ会や○○事務年度の会にOB税理士を招待す

することも自粛する必要があるのか。

(答） 自粛の対象となる。

問8本科等の班会にOB税理士を招待することも自粛する必要があるのか。

(答） 自粛の対象となる

問9飲食を伴わない会合も自粛の対象となるのか。

(答） 自粛の対象外である。ただし、ゴルフ、旅行及び遊技については、飲食の

有無にかかわらず、自粛の対象となる（国家公務員倫理規程第3条に規定す

る利害関係者との間における禁止行為と同様の趣旨)。

問10 0B税理士とソフトボール等を共に行うことも自粛する必要があるのか。

(答） ソフトボール等のスポーツは自粛の対象外であるが、その後の飲み会等に

ついては自粛の対象となる。

問11 0B税理士から香典を受領することは可能か。
’

通常の社交儀礼の範囲内であれば、受領可能である。ただし、税務職俸給

5級以上の職員が5,000円を超える香典を受領する場合は、贈与等報告耆を

(答）

提出する必要がある
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